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議案第68号 

 

職員の給与に関する条例の一部を改正する条例案 

 

職員の給与に関する条例（昭和31年大阪市条例第29号）の一部を次のように改正する。 

次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分をこれに順次対応する

改正後欄に掲げる規定の傍線を付し又は破線で囲んだ部分のように改め、改正前欄及び改正後欄に

対応して掲げるその標記部分に二重傍線を付した規定（以下「対象規定」という。）のうち、その標

記部分が同一のものの改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定のように改め、その

標記部分が異なるものの改正前欄に掲げる対象規定を改正後欄に掲げる対象規定として移動し、改

正後欄に掲げる対象規定で改正前欄にこれに対応するものを掲げていないものを加える。 

改正後 改正前 

（給料表及び職務の級） 

第４条 給料表の種類は、次に掲げるとおり

とし、各給料表の適用範囲は、それぞれ当

該給料表に定めるところによる。 

[⑴ 略]  

⑵ 教育職給料表（別表第２） 

ア 教育職給料表⑴ 

イ 教育職給料表⑵ 

ウ 教育職給料表⑶ 

[⑶～⑺ 略] 

[２・３ 略] 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 [略] 

[２・３ 略] 

４ 職員の昇給は、市規則で定める日に、そ

の者の勤務成績に応じて行うものとする。 

 

５ 前項の規定により職員を昇給させるか否

か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、

（給料表及び職務の級） 

第４条 [同左] 

 

 

[⑴ 同左]  

⑵ 教育職給料表（別表第２） 

ア 高等学校等教育職給料表 

イ 小学校・中学校教育職給料表 

ウ 幼稚園教育職給料表 

[⑶～⑺ 同左] 

[２・３ 同左] 

（初任給、昇格、昇給等の基準） 

第５条 [同左] 

[２・３ 同左] 

４ 職員の昇給は、市規則で定める日に、市

規則で定める期間におけるその者の勤務成

績に応じて行うものとする。 

５ 前項の規定により職員を昇給させるか否

か及び昇給させる場合の昇給の号給数は、
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昇給調査対象期間（昇給させる年度の前年

度の４月１日から３月31日までの期間（昇

給させる年度の前年度の４月２日以後に新

たに職員となつた者にあつては、新たに職

員となつた日から当該年度の３月31日まで

の期間）をいう。以下同じ。）の全部を勤務

した職員であつて当該昇給調査対象期間に

おける大阪市職員基本条例（平成24年大阪

市条例第71号）第18条第１項の規定により

任命権者が行う人事評価において同条第２

項の表の左欄に掲げる区分のうち第３区分

（教育委員会所管の学校（幼稚園を含む。）

の職員のうち、教育職給料表⑴、教育職給

料表⑵又は教育職給料表⑶の適用を受ける

もの（以下「教育職員」という。）及び消防

局に所属する職員（以下「消防局職員」と

いう。）にあつては、当該昇給調査対象期間

における勤務成績（これらの職員の職務に

ついて監督する地位にある者が行う勤務成

績の評価をいう。以下同じ。）が良好である

職員が属する区分）に属するものとされた

者について、４号給とすることを標準とし

て市規則で定める基準に従い算定した号給

数（以下「基準昇給号給数」という。）に、

次項及び第７項に定めるところによる調整

を行い、決定するものとする。 

６ 昇給調査対象期間の全部を勤務した職員

の昇給の号給数は、次の各号に掲げる職員

の区分に応じ、当該各号に定める号給数と

する。 

⑴ 前年度昇給調査対象期間（昇給させる

同項に規定する期間の全部を勤務した職員

であつて当該期間における大阪市職員基本

条例（平成24年大阪市条例第71号）第18条

第１項の規定により任命権者が行う人事評

価において同条第２項の表の左欄に掲げる

区分のうち第３区分に属するものとされた

職員（教育委員会所管の学校（幼稚園を含

む。）の職員のうち、高等学校等教育職給料

表、小学校・中学校教育職給料表及び幼稚

園教育職給料表の適用を受けるもの（以下

「教育職員」という。）並びに消防局に所属

する職員にあつては、前項に規定する期間

の全部を良好な成績で勤務した職員）の昇

給の号給数を４号給とすることを標準とし

て、市規則で定める基準に従い決定するも

のとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 
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年度の前々年度の４月１日から３月31日

までの期間（昇給させる年度の前々年度

の４月２日以後に新たに職員となつた者

にあつては、新たに職員となつた日から

当該年度の３月31日までの期間）をいう。

以下同じ。）における大阪市職員基本条例

第18条第１項の規定により任命権者が行

う人事評価において同条第２項の表の左

欄に掲げる区分のうち第１区分又は第２

区分（消防局職員（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が６級であ

つた者及び消防職給料表の適用を受ける

職員でその職務の級が５級であつた者に

限る。以下この項、次項第３号及び第８

項第２号において同じ。）であつた者にあ

つては、前年度昇給調査対象期間におけ

る勤務成績が特に優秀である又は優秀で

ある職員が属する区分。次項第１号にお

いて同じ。）に属するものとされた職員

（昇給させる年度の前年度の４月１日か

ら３月31日までの期間に、新たに採用さ

れた職員、新たに教育職員となつた者及

び単純な労務に雇用される職員の給与の

種類及び基準に関する条例（昭和28年大

阪市条例第26号）の適用を受ける者から

人事交流等により引き続いて職員となつ

た者（以下「前年度新規採用職員等」と

いう。）を除く。） 昇給させる年度の前

年度の昇給に係る基準昇給号給数（以下

「前年度昇給基準昇給号給数」という。）

から４（昇給させる年度の前々年度の４
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月２日以後に新たに職員となつた者で市

規則で定めるものにあつては、他の職員

との均衡を考慮して市規則で定める数。）

（以下「基準調整数」という。）を減じて

得た数を基準昇給号給数から減じて得た

数（その数が０以下になる場合にあつて

は、０）に相当する号給数 

⑵ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

４区分（消防局職員であつた者にあつて

は、前年度昇給調査対象期間における勤

務成績がやや良好でない職員が属する区

分。次項第２号及び第８項第１号におい

て同じ。）又は第５区分（消防局職員であ

つた者にあつては、前年度昇給調査対象

期間における勤務成績が良好でない職員

が属する区分。次号、次項第２号及び第

３号並びに第８項第１号及び第２号にお

いて同じ。）に属するものとされた職員

（前年度新規採用職員等及び次号に掲げ

る職員を除く。） 基準昇給号給数に基準

調整数から前年度昇給基準昇給号給数を

減じて得た数を加えて得た数に相当する

号給数 

⑶ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

５区分に属するものとされた職員であ
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り、かつ、前年度昇給調査対象期間にお

いて法第29条の規定による懲戒処分（免

職を除く。）を受けた職員その他当該人事

評価の結果（消防局職員であつた者にあ

つては、当該消防局職員の勤務成績の評

価）及び前年度昇給調査対象期間におけ

る欠勤（やむを得ない事由によるものと

して市長が定める欠勤を除く。）の日数を

考慮して前号に定める号給数とすること

が適当でないと市長が認める職員（前年

度新規採用職員等を除く。） 基準昇給号

給数に相当する号給数 

⑷ 前３号に掲げる職員以外の者 基準昇

給号給数に相当する号給数 

７ 前項の規定にかかわらず、昇給させる年

度に属するいずれかの日に56歳（医師及び

歯科医師にあつては、58歳）に達すること

となる昇給調査対象期間の全部を勤務した

職員であつて当該昇給調査対象期間におけ

る大阪市職員基本条例第18条第１項の規定

により任命権者が行う人事評価において同

条第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

１区分又は第２区分（教育職員及び消防局

職員にあつては、当該昇給調査対象期間に

おける勤務成績が特に優秀である又は優秀

である職員が属する区分。第11項において

同じ。）に属するものとされた者の昇給の号

給数は、次の各号に掲げる職員の区分に応

じ、当該各号に定める号給数とする。 

 ⑴ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 
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り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

１区分又は第２区分に属するものとされ

た職員（前年度新規採用職員等を除く。）   

   ０号給 

 ⑵ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

４区分又は第５区分に属するものとされ

た職員（前年度新規採用職員等及び次号

に掲げる職員を除く。） 基準昇給号給数

を４で除して得た数（１未満の端数があ

るときは、これを切り捨てた数）に相当

する号給数に基準調整数から前年度昇給

基準昇給号給数を減じて得た数を加えて

得た数に相当する号給数 

 ⑶ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

５区分に属するものとされた職員であ

り、かつ、前年度昇給調査対象期間にお

いて法第29条の規定による懲戒処分（免

職を除く。）を受けた職員その他当該人事

評価の結果（消防局職員であつた者にあ

つては、当該消防局職員の勤務成績の評

価）及び前年度昇給調査対象期間におけ

る欠勤（やむを得ない事由によるものと

して市長が定める欠勤を除く。）の日数を

考慮して前号に定める号給数とすること
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が適当でないと市長が認める職員（前年

度新規採用職員等を除く。） 基準昇給号

給数を４で除して得た数（１未満の端数

があるときは、これを切り捨てた数）に

相当する号給数 

⑷ 前３号に掲げる職員以外の者 基準昇

給号給数を４で除して得た数（１未満の

端数があるときは、これを切り捨てた数）

に相当する号給数 

８ 第５項の規定にかかわらず、昇給させる

年度に属するいずれかの日に56歳（医師及

び歯科医師にあつては、58歳）に達するこ

ととなる昇給調査対象期間の全部を勤務し

た職員であつて当該昇給調査対象期間にお

ける大阪市職員基本条例第18条第１項の規

定により任命権者が行う人事評価において

同条第２項の表の左欄に掲げる区分のうち

第３区分、第４区分又は第５区分（教育職

員及び消防局職員にあつては、当該昇給調

査対象期間における勤務成績が良好であ

る、やや良好でない又は良好でない職員が

属する区分）に属するものとされた者を第

４項の規定により昇給させるか否か及び昇

給させる場合の昇給の号給数は、次の各号

に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ当該

各号に定めるところにより決定するものと

する。 

 ⑴ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 
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４区分又は第５区分に属するものとされ

た職員（前年度新規採用職員等及び次号

に掲げる職員を除く。） 基準調整数から

前年度昇給基準昇給号給数を減じて得た

数に相当する号給数を当該職員の昇給の

号給数とする。 

 ⑵ 前年度昇給調査対象期間における大阪

市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において同条

第２項の表の左欄に掲げる区分のうち第

５区分に属するものとされた職員であ

り、かつ、前年度昇給調査対象期間にお

いて法第29条の規定による懲戒処分（免

職を除く。）を受けた職員その他当該人事

評価の結果（消防局職員であつた者にあ

つては、当該消防局職員の勤務成績の評

価）及び前年度昇給調査対象期間におけ

る欠勤（やむを得ない事由によるものと

して市長が定める欠勤を除く。）の日数を

考慮して前号に定める号給数とすること

が適当でないと市長が認める職員（前年

度新規採用職員等を除く。） ０号給を当

該職員の昇給の号給数とする。 

 ⑶ 前２号に掲げる職員以外の者 ０号給

を当該職員の昇給の号給数とする。  

９ 第５項及び前項の規定にかかわらず、昇

給させる年度の前年度の４月１日から３月

31日までの間にその職務の級が１の職務の

級から他の職務の級に移つた職員を第４項

の規定により昇給させるか否か及び昇給さ

せる場合の昇給の号給数は、他の職員との

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[新設] 
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均衡を考慮して市規則で定めるところによ

り決定するものとする。 

10 第５項及び前２項の規定にかかわらず、

昇給調査対象期間の全部を勤務した職員で

あつて昇給調査対象期間に任期付職員（法

第26条の６第７項第１号、地方公務員の育

児休業等に関する法律（平成３年法律第110

号。以下「育児休業法」という。）第６条第

１項第１号若しくは第18条第１項又は一般

職の任期付職員の採用及び給与の特例に関

する条例（平成17年大阪市条例第18号）第

３条若しくは第４条の規定により採用され

た職員をいう。以下この項において同じ。）

から引き続いて任期付職員として採用され

た者（同種の任期付職員に引き続いて採用

されたと市長が認める者に限る。）又は前年

度昇給調査対象期間の全部を勤務した職員

であつて昇給させる年度の前年度の４月１

日から３月31日までの間に次に掲げる者と

なり、当該期間内に当該者から引き続いて

職員となつた者であるものを第４項の規定

により昇給させるか否か及び昇給させる場

合の昇給の号給数は、他の職員との均衡を

考慮して決定するものとする。 

⑴ 公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（平成13年大阪市条例第79号）第

10条に規定する退職派遣者 

⑵ 民間資金等の活用による公共施設等の

整備等の促進に関する法律（平成11年法

律第117号）第79条第１項に規定する地方

派遣職員 

 

 

[新設] 
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⑶ 本市が設立団体（地方独立行政法人法

（平成15年法律第118号）第６条第３項に

規定する設立団体をいう。）である地方独

立行政法人（同法第２条第１項に規定す

る地方独立行政法人をいう。）の役員又は

職員 

⑷ 本市と国、他の地方公共団体又は国立

大学法人との相互了解の下に行われる計

画的な人事交流により国家公務員又は当

該地方公共団体若しくは当該国立大学法

人の職員となつた者 

11 第５項及び前２項の規定にかかわらず、

昇給させる年度に属するいずれかの日に57

歳（医師及び歯科医師にあつては、59歳）

以上の年齢に達することとなる職員であつ

て昇給調査対象期間の全部を勤務した者の

昇給は、当該昇給調査対象期間における大

阪市職員基本条例第18条第１項の規定によ

り任命権者が行う人事評価において当該職

員が属するものとされた同条第２項の表の

左欄に掲げる区分が第１区分又は第２区分

である場合に限り行うものとし、昇給させ

る場合の昇給の号給数は、基準昇給号給数

を４で除して得た数（１未満の端数がある

ときは、これを切り捨てた数）に相当する

号給数とする。 

12 第４項、第５項及び第８項から前項まで

の規定によるもののほか、市規則で定める

事由により市長が表彰を行つた職員につい

ては、市規則で定めるところにより、４号

給を超えない範囲で昇給させることができ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 前項の規定にかかわらず、昇給させる年

度に属するいずれかの日に56歳（医師及び

歯科医師にあつては、58歳）以上の年齢に

達することとなる職員の昇給は、市規則で

定める場合に限り行うものとし、昇給させ

る場合の昇給の号給数は、同項の規定の例

により算定した昇給の号給数を４で除して

得た数（１未満の端数があるときは、これ

を切り捨てた数）に相当する号給数とする。 

 

 

 

 

 

 

７ 前３項の規定によるもののほか、市規則

で定める事由により市長が表彰を行つた職

員については、市規則で定めるところによ

り、４号給を超えない範囲で昇給させるこ

とができる。 
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る。 

13～18 [略] 

19 育児休業法第10条第１項に規定する育児

短時間勤務をしている職員及び育児休業法

第17条の規定による短時間勤務をしている

職員（以下「育児短時間勤務職員等」とい

う。）の給料月額は、その者の受ける給料月

額に、算出率を乗じて得た額とする。 

 

 

20 [略] 

（初任給等の調整） 

第５条の２ 前条第２項の規定により号給を

決定する場合において、対象となる職員が

新たに給料表の適用を受けることとなる日

の前日に単純な労務に雇用される職員の給

与の種類及び基準に関する条例若しくは企

業職員の給与の種類及び基準に関する条例

（昭和41年大阪市条例第62号）の適用を受

ける職員又は職員の給与に関する条例（昭

和40年大阪府条例第35号）の適用を受ける

学校事務職員若しくは学校栄養職員であ

り、かつ、新たに受けることとなる号給の

給料月額が市規則で定める額に達しないと

きは、当該職員の給料月額については、市

規則で定めるところにより、必要な調整を

行うことができる。 

 

[２ 略] 

（産業教育手当） 

第14条の２ 地方自治法（昭和22年法律第67

 

８～13 [同左] 

14 地方公務員の育児休業等に関する法律

（平成３年法律第110号。以下「育児休業法」

という。）第10条第１項に規定する育児短時

間勤務をしている職員及び同法第17条の規

定による短時間勤務をしている職員（以下

「育児短時間勤務職員等」という。）の給料

月額は、その者の受ける給料月額に、算出

率を乗じて得た額とする。 

15 [同左] 

（初任給等の調整） 

第５条の２ 前条第２項の規定により号給を

決定する場合において、対象となる職員が

新たに給料表の適用を受けることとなる日

の前日に単純な労務に雇用される職員の給

与の種類及び基準に関する条例（昭和28年

大阪市条例第26号）若しくは企業職員の給

与の種類及び基準に関する条例（昭和41年

大阪市条例第62号）の適用を受ける職員又

は職員の給与に関する条例（昭和40年大阪

府条例第35号）の適用を受ける学校事務職

員若しくは学校栄養職員であり、かつ、新

たに受けることとなる号給の給料月額が市

規則で定める額に達しないときは、当該職

員の給料月額については、市規則で定める

ところにより、必要な調整を行うことがで

きる。 

[２ 同左] 

（産業教育手当） 

第14条の２ 高等学校の工業に係る産業教育
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号）第252条の17第１項の規定に基づき大阪

府に派遣され、大阪府立学校条例（平成24

年大阪府条例第89号）第３条に規定する高

等学校（以下「高等学校」という。）に勤務

する教育職員のうち、高等学校の工業に係

る産業教育に従事するもので市規則で定め

るものに対し、産業教育手当を支給する。 

[２ 略]  

（定時制教育手当） 

第14条の３ 地方自治法第252条の17第１項

の規定に基づき大阪府に派遣され、定時制

の課程を置く高等学校に勤務する教育職員

で市規則で定めるものに対し、定時制教育

手当を支給する。 

[２ 略] 

（行政職給料表の適用を受ける職員でその職

務の級が７級であるもの等の号給の決定等） 

第22条の２ [略] 

２ 第５条第２項から第16項まで及び第５条

の２の規定は、前項に規定する職員には適

用しない。 

（教職調整額） 

第23条の２ 教育職員（校長、園長、副校長、

教頭及び大阪市立デザイン教育研究所条例

（昭和62年大阪市条例第49号）第１条に規

定する大阪市立デザイン教育研究所（以下

「デザイン教育研究所」という。）に勤務す

る教育職員を除く。第３項において同じ。）

には、その者の給料月額の100分の４に相当

する額の教職調整額を支給する。 

[２・３ 略] 

に従事する教育職員で市規則で定めるもの

に対し、産業教育手当を支給する。 

 

 

 

 

 

[２ 同左]   

（定時制教育手当） 

第14条の３ 高等学校で定時制の課程を置く

ものの教育職員で市規則で定めるものに対

し、定時制教育手当を支給する。 

 

 

[２ 同左]  

（行政職給料表の適用を受ける職員でその職

務の級が７級であるもの等の号給の決定等） 

第22条の２ [同左] 

２ 第５条第２項から第11項まで及び第５条

の２の規定は、前項に規定する職員には適

用しない。 

（教職調整額） 

第23条の２ 教育職員（校長、園長、副校長

及び教頭を除く。第３項において同じ。）に

は、その者の給料月額の100分の４に相当す

る額の教職調整額を支給する。 

 

 

 

 

[２・３ 同左] 
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（教職調整額を給料とみなして適用する条例

等） 

第23条の３ 前条第１項の教職調整額の支給

を受ける者に係る第11条の２及び次条の規

定並びに次に掲げる条例の規定並びにこれ

らに基づく規則の規定の適用については、

同項の教職調整額は、給料とみなす。 

⑴ 公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例 

[⑵～⑷ 略] 

別表第２ 

教育職給料表 

 ア 教育職給料表⑴ 

 [表 略] 

 備考 

⑴ この表は、デザイン教育研究所に勤

務する所長、主幹教諭、指導教諭、教

諭、養護教諭、講師、助教諭、養護助

教諭及び実習助手、教育委員会事務局

及び教育委員会所管の学校以外の教育

機関の指導主事並びに地方自治法第

252条の17第１項の規定に基づき大阪

府に派遣され、高等学校に勤務する校

長、教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、

養護教諭、栄養教諭、講師、助教諭、

養護助教諭及び実習助手に適用する。 

 [⑵～⑷ 略] 

 ⑸ デザイン教育研究所に勤務する職員

であつてその職務の級が１級、２級又

は特２級である者の給料月額は、この

表の規定による給料月額に当該額の

（教職調整額を給料とみなして適用する条例

等） 

第23条の３ [同左] 

 

 

 

 

⑴ 公益的法人等への職員の派遣等に関す

る条例（平成13年大阪市条例第79号） 

[⑵～⑷ 同左] 

別表第２ 

教育職給料表 

 ア 高等学校等教育職給料表 

 [表 同左] 

 備考 

⑴ この表は、高等学校に勤務する校長、

教頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養

護教諭、栄養教諭、講師、助教諭、養

護助教諭及び実習助手又は教育委員会

事務局及び教育委員会所管の学校以外

の教育機関の指導主事に適用する。 

 

 

 

 

 

[⑵～⑷ 同左]   

[新設] 
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100分の６に相当する額（その額が

23,000円を超えるときは、23,000円）

を加えた額とする。 

⑹ この表の適用を受ける再任用職員の

給料月額は、この表の規定にかかわら

ず、次の表に掲げる額とする。ただし、

当該再任用職員のうち、デザイン教育

研究所に勤務する職員であつてその職

務の級が１級、２級又は特２級である

者の給料月額は、同表に掲げる額に当

該額の100分の６に相当する額（その額

が23,000円を超えるときは、23,000円）

を加えた額とする。 

 [表 略] 

 イ 教育職給料表⑵ 

 [表 略] 

備考 

 ⑴ この表は、小学校、中学校又は義務

教育学校に勤務する校長、副校長、教

頭、主幹教諭、指導教諭、教諭、養護

教諭、栄養教諭、講師、助教諭及び養

護助教諭に適用する。 

  [⑵～⑸ 略] 

 ウ 教育職給料表⑶ 

[表 略] 

 [備考 略] 

別表第７ 

指定職給料表 

号給 給料月額 

１ 

２ 

660,900円 

720,300円 

 

 

 

⑸ この表の適用を受ける再任用職員の

給料月額は、この表の規定にかかわら

ず、次の表に掲げる額とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 [表 同左] 

 イ 小学校・中学校教育職給料表 

 [表 同左] 

 備考 

 ⑴ この表は、小学校又は中学校に勤務

する校長、副校長、教頭、主幹教諭、

指導教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、

講師、助教諭及び養護助教諭に適用す

る。 

  [⑵～⑸ 同左] 

 ウ 幼稚園教育職給料表 

 [表 同左] 

 [備考 同左] 

別表第７ 

指定職給料表 

号給 給料月額 

１ 

２ 

706,800円 

770,300円 
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 [備考 略] 

別表第８ 

 ア 行政職給料表級別基準職務表 

職務の級 基準となる職務 

[略] 

７級 １ 部長又は担当部長

の職務 

２ 消防正監（理事及

び消防次長を除く。）

の職務 

[略] 

 イ 教育職給料表⑴級別基準職務表 

 

 [表 別紙２ 挿入] 

 ウ 教育職給料表⑵級別基準職務表 

 

職務の級 基準となる職務 

１級 小学校、中学校又は義

務教育学校の講師（教

諭（指導専任）を除

く。）、助教諭又は養護

助教諭の職務 

２級 １ 小学校、中学校又

は義務教育学校の主

務教諭である教諭、

主務養護教諭である

養護教諭又は主務栄

養教諭である栄養教

諭の職務 

２ 小学校、中学校又

は義務教育学校の教

 [備考 同左] 

別表第８ 

 ア 行政職給料表級別基準職務表  

職務の級 基準となる職務 

[同左] 

７級 １ 部長又は担当部長

の職務 

２ 消防正監（理事を 

除く。）の職務 

 

[同左] 

 イ 高等学校等教育職給料表級別基準職務

表 

 [表 別紙１ 挿入] 

 ウ 小学校・中学校教育職給料表級別基準

職務表 

職務の級 基準となる職務 

１級 小学校又は中学校の講

師（教諭（指導専任）を

除く。）、助教諭又は養

護助教諭の職務 

 

２級 １ 小学校又は中学校

の主務教諭である教

諭、主務養護教諭で

ある養護教諭又は主

務栄養教諭である栄

養教諭の職務 

 

２ 小学校又は中学校

の教諭（主務教諭で
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諭（主務教諭である

教諭を除く。）、養護

教諭（主務養護教諭

である養護教諭を除

く。）又は栄養教諭

（主務栄養教諭であ

る栄養教諭を除く。）

の職務 

特２級 小学校、中学校又は義

務教育学校の主幹教

諭、指導教諭、指導養護

教諭又は指導栄養教諭

の職務 

３級 小学校、中学校又は義

務教育学校の副校長又

は教頭の職務 

４級 小学校、中学校又は義

務教育学校の校長又は

准校長の職務 

 エ 教育職給料表⑶級別基準職務表 

 [表 略] 

 [オ～コ 略] 

ある教諭を除く。）、

養護教諭（主務養護

教諭である養護教諭

を除く。）又は栄養教

諭（主務栄養教諭で

ある栄養教諭を除

く。）の職務 

 

特２級 小学校又は中学校の主

幹教諭、指導教諭、指導

養護教諭又は指導栄養

教諭の職務 

 

３級 小学校又は中学校の副

校長又は教頭の職務 

 

４級 小学校又は中学校の校

長の職務 

 

 エ 幼稚園教育職給料表級別基準職務表 

 [表 同左] 

[オ～コ 同左] 

備考 表中及び表中に挿入される別紙の[ ]の記載並びに対象規定の二重傍線を付した標記

部分を除く全体に付した傍線は注記である。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第４条第１項第２号の改正規定、第５

条第５項の改正規定（「高等学校等教育職給料表、小学校・中学校教育職給料表及び幼稚園教育職

給料表」を「教育職給料表⑴、教育職給料表⑵又は教育職給料表⑶」に、「並びに消防局」を「及

び消防局」に改める部分に限る。）並びに第 14条の２第１項、第 14条の３第１項、第 23条の２

第１項、別表第２、別表第７及び別表第８アからエまでの改正規定並びに次項及び附則第４項の

規定は、令和４年４月１日から施行する。 
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（大阪市職員基本条例の一部改正） 

２ 大阪市職員基本条例（平成 24年大阪市条例第 71号）の一部を次のように改正する。 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（適用除外） 

第３条 教育委員会所管の学校又は幼稚園

の職員（以下「教職員」という。）のうち、

職員の給与に関する条例（昭和31年大阪市

条例第29号）第４条第１項第２号アに掲げ

る教育職給料表⑴、同号イに掲げる教育職

給料表⑵又は同号ウに掲げる教育職給料

表⑶の適用を受ける職員については、第18

条の規定は適用しない。 

 

[２・３ 略] 

（適用除外） 

第３条 教育委員会所管の学校又は幼稚園

の職員（以下「教職員」という。）のうち、

職員の給与に関する条例（昭和31年大阪市

条例第29号）第４条第１項第２号アに掲げ

る高等学校等教育職給料表、同号イに掲げ

る小学校・中学校教育職給料表及び同号ウ

に掲げる幼稚園教育職給料表の適用を受

ける職員については、第18条の規定は適用

しない。 

[２・３ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（職員の給料の調整額に関する条例の一部改正） 

３ 職員の給料の調整額に関する条例（平成 18年大阪市条例第 22号）の一部を次のように改正す

る。 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる

規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（支給対象及び支給額） 

第２条 [略] 

２ 前項各号に掲げる職員のうち、地方公務

員法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの並びに地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第110号）第10条第１項に規定する育児短

時間勤務をしているもの及び同法第17条

（支給対象及び支給額） 

第２条 [同左] 

２ 前項各号に掲げる職員のうち、地方公務

員法第28条の５第１項に規定する短時間

勤務の職を占めるもの並びに地方公務員

の育児休業等に関する法律（平成３年法律

第110号）第10条第１項に規定する育児短

時間勤務をしているもの及び同法第17条
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の規定による短時間勤務をしているもの

に対して支給する給料の調整額の月額は、

前項各号に定める月額に、職員の給与に関

する条例第５条第18項に規定する算出率

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）とす

る。 

[３ 略] 

の規定による短時間勤務をしているもの

に対して支給する給料の調整額の月額は、

前項各号に定める月額に、職員の給与に関

する条例第５条第13項に規定する算出率

を乗じて得た額（その額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）とす

る。 

[３ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 

（職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例の一部改正） 

４ 職員の期末手当及び勤勉手当に関する条例（平成４年大阪市条例第 85 号）の一部を次のように

改正する。 

 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに順次対応する改正後欄に掲

げる規定の傍線を付した部分のように改める。 

改正後 改正前 

（一般職員の期末手当） 

第２条 [略] 

２ 前項に定める職員の期末手当の額は、次

の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各

号に定める額に、基準日以前の市規則で定

める期間（以下「調査対象期間」という。）

における実勤務日数（所定の勤務日の日数

から欠勤等の日数（欠勤その他の市規則で

定める事由により所定の勤務日に勤務し

なかった日の日数をいう。以下同じ。）を

減じた日数をいう。以下同じ。）の区分（第

３号に掲げる職員にあっては、１週間当た

りの所定の勤務日の日数ごとに設ける調

査対象期間における実勤務日数の区分）に

応じ、それぞれ100分の100を超えない範囲

内で市規則で定める割合を乗じて得た額

（一般職員の期末手当） 

第２条 [同左] 

２ [同左] 
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とする。 

⑴ 指定職給料表の適用を受ける職員及

び地方公務員法（昭和25年法律第261号。

以下「法」という。）第28条の４第１項

又は第28条の５第１項の規定により採

用された職員（以下「再任用職員」とい

う。）以外の職員 期末手当基礎額に100

分の127.5（行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が６級以上であ

るもの並びに同表以外の各給料表の適

用を受ける職員でその職務の複雑、困難

及び責任の度等がこれに相当するもの

並びに教育職給料表⑴又は教育職給料

表⑵の適用を受ける職員でその職務の

級が３級以上であるもの、教育職給料表

⑶の適用を受ける職員でその職務の級

が４級であるもの及び消防職給料表の

適用を受ける職員でその職務の級が５

級であるもの（これらの職員のうち、市

規則で定める職員を除く。以下「特定管

理職員」という。）にあっては、100分の

107.5）を乗じて得た額 

 

[⑵・⑶ 略] 

[３～５ 略] 

 

⑴ 指定職給料表の適用を受ける職員及

び地方公務員法（昭和25年法律第261号。

以下「法」という。）第28条の４第１項

又は第28条の５第１項の規定により採

用された職員（以下「再任用職員」とい

う。）以外の職員 期末手当基礎額に100

分の127.5（行政職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が６級以上であ

るもの並びに同表以外の各給料表の適

用を受ける職員でその職務の複雑、困難

及び責任の度等がこれに相当するもの

並びに高等学校等教育職給料表又は小

学校・中学校教育職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が３級以上であ

るもの、幼稚園教育職給料表の適用を受

ける職員でその職務の級が４級である

もの及び消防職給料表の適用を受ける

職員でその職務の級が５級であるもの

（これらの職員のうち、市規則で定める

職員を除く。以下「特定管理職員」とい

う。）にあっては、100分の107.5）を乗

じて得た額 

[⑵・⑶ 同左] 

[３～５ 同左] 

備考 表中の[ ]の記載は注記である。 
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[別表第８ イ 高等学校等教育職給料表級別基準職務表の表 別紙１] 

職務の級 基準となる職務 

１級 １ 高等学校の講師（教諭（指導専任）を除く。）、助教諭又は養護助教諭の職務 

２ 高等学校の実習助手の職務 

２級 １ 高等学校の主務教諭である教諭、主務養護教諭である養護教諭又は主務栄養

教諭である栄養教諭の職務 

２ 高等学校の教諭（主務教諭である教諭を除く。）、養護教諭（主務養護教諭で

ある養護教諭を除く。）又は栄養教諭（主務栄養教諭である栄養教諭を除く。）

の職務 

特２級 高等学校の主幹教諭、指導教諭、指導養護教諭又は指導栄養教諭の職務 

３級 高等学校の教頭の職務 

４級 高等学校の校長又は准校長の職務 
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[別表第８ イ 教育職給料表⑴級別基準職務表の表 別紙２] 

職務の級 基準となる職務 

１級 １ デザイン教育研究所の講師（教諭（指導専任）を除く。）、助教諭又は養護助

教諭の職務 

２ デザイン教育研究所の実習助手の職務 

３ 高等学校の講師（教諭（指導専任）を除く。）、助教諭又は養護助教諭の職務 

４ 高等学校の実習助手の職務 

２級 １ デザイン教育研究所の主務教諭である教諭又は主務養護教諭である養護教

諭の職務 

２ デザイン教育研究所の教諭（主務教諭である教諭を除く。）又は養護教諭（主

務養護教諭である養護教諭を除く。）の職務 

３ 指導主事（その職務の級が特２級、３級又は４級である指導主事を除く。）の

職務 

４ 高等学校の主務教諭である教諭、主務養護教諭である養護教諭又は主務栄養

教諭である栄養教諭の職務 

５ 高等学校の教諭（主務教諭である教諭を除く。）、養護教諭（主務養護教諭で

ある養護教諭を除く。）又は栄養教諭（主務栄養教諭である栄養教諭を除く。）

の職務 

特２級 １ デザイン教育研究所の主幹教諭、指導教諭又は指導養護教諭の職務 

２ 高度の知識又は経験を必要とする指導主事の職務 

３ 高等学校の主幹教諭、指導教諭、指導養護教諭又は指導栄養教諭の職務 

３級 １ 特に高度の知識又は経験を必要とする指導主事の職務 

２ 高等学校の教頭の職務 

４級 １ デザイン教育研究所の所長の職務 

２ 首席指導主事又は首席管理主事の職務 

３ 高等学校の校長又は准校長の職務 
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令和４年２月25日提出 

大阪市長  松 井 一 郎  

 

説 明 

職員の昇給の基準、教育職給料表の名称及び同表の適用を受ける職員の範囲並びに高等学校等教

育職給料表の適用を受ける職員等に係る基準となる職務を改めるとともに、指定職給料表の適用を

受ける職員等の給料月額を改定し、併せて規定を整備するため、条例の一部を改正する必要がある

ので、この案を提出する次第である。 

 


